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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
回次 第64期中 第65期中 第66期中 第64期 第65期

会計期間

自　平成19年
４月１日

至　平成19年
９月30日

自　平成20年
４月１日

至　平成20年
９月30日

自　平成21年
４月１日

至　平成21年
９月30日

自　平成19年
４月１日

至　平成20年
３月31日

自　平成20年
４月１日

至　平成21年
３月31日

売上高 （千円） 1,156,7231,148,2741,034,3142,176,2452,126,327

経常利益又は経常損失

（△）　
（千円） 37,744 23,669 2,366 18,911 △3,419

中間(当期）純利益　 （千円） 32,106 15,554 26,764 60,399 9,632

持分法を適用した

場合の投資利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） 1,103,4001,103,4001,103,4001,103,4001,103,400

発行済株式総数 （千株） 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

純資産額 （千円） 268,458 311,329 331,772 296,202 305,146

総資産額 （千円） 1,419,6531,378,1161,334,2181,379,1891,328,673

１株当たり純資産額 （円） 13.47 15.63 16.66 14.87 15.32

１株当たり中間（当

期）純利益金額
（円） 1.61 0.78 1.34 3.03 0.48

潜在株式調整後

１株当たり中間

（当期）純利益金額

（円） － － － － －

１株当たり配当額 （円） － － － － －

自己資本比率 （％） 18.9 22.6 24.9 21.5 23.0

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 45,765 9,787 59,494 43,734 12,823

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △8,561 △17,755 △7,076 61,353 △19,507

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △12,057 △15,035 △15,018 △70,227 △30,060

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高
（千円） 160,828 147,538 171,197 170,542 133,798

従業員数

[外、平均臨時雇用者数]
（人）

137

[131]

138

[132]

131

[115]

133

[131]

134

[121]

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので「連結経営指標等」については、記載しておりません。

３　当社は関連会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資利益については、記載しておりません。

４　潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。　
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２【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　

３【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人）  131　（115）

　（注）１　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数欄の（外書）は臨時雇用者数の当中間会計期間の平均雇用人員であります。

(2）労働組合の状況

　当社の労働組合との間に特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当中間会計期間におけるわが国経済は、昨年来の世界的な金融不安の影響により、企業業績が大幅に落ち込み、景

気が後退するとともに、所得環境には不透明感が増すなど大変厳しい状況で推移しました。このため、雇用や設備の

過剰感は解消されておらず、直近においては、景気に一部持ち直しの動きが見られるものの、経済情勢は依然厳し

く、個人消費の低迷が続いております。

　菓子業界におきましては、消費者の低価格志向による収益悪化や原材料、資材等仕入価格の高止まり等が売上総利

益を押し下げるなど、経営環境はさらに厳しさを増しております。

　このような状況下、当社は収益改善を最大の課題として捉え、ミニ羊羹および主力焼菓子の新たなバリエーション

開発や、やき餅等デイリー商材および黒豆を使ったこだわり商品の開発などに積極的に取り組みました。さらに、コ

スト面では、科目別経費の継続的な見直しに努め、その削減に鋭意、取り組みました。また生産面におきましては、生

産体制の組み替えや生産計画の見直しおよび精緻化、主力商品の絞込み、機械装置の改善等による歩留まり率向上

策などに取り組みました。

　しかしながら、これらの取り組みにもかかわらず、当中間会計期間の売上高は、直営店部門におきましては、前年同

期より42百万円減少し、417百万円（前年同期比90.8％）となりました。

　百貨店部門におきましては、前年同期より40百万円減少し、314百万円（前年同期比88.7％）となりました。

　スーパー部門におきましては、前年同期より13百万円減少し、187百万円（前年同期比93.3％）となりました。

　喫茶部門におきましては、前年同期より10百万円減少し、30百万円（前年同期比73.4％）となりました。

　これらにより、当中間会計期間の全社売上高は、前中間会計期間より113百万円減少して1,034百万円（前年同期比

90.1％）となりました。

　また、当中間会計期間の損益面におきましては、売上原価は606百万円（前中間会計期間は652百万円）と減少した

ものの、売上高が急激に低下したことが、売上総利益を大きく押し下げました。その結果、販売費及び一般管理費に

おいて、前中間期と比較して47百万円の改善はあったものの、当中間会計期間の営業利益が7百万円（前年同期比

73.8％減）、経常利益が2百万円（前年同期比90.0％減）となりました。当中間会計期間の純利益は、過年度損益修

正益（債権回収）28百万円等の計上があったため、26百万円（前年同期比72.1％増）となりました。 

 

(2）キャッシュ・フローの状況

  当中間会計期間における現金及び現金同等物は、未払金の減少により資金が減少しましたが、税引前中間純利益

が31百万円と前中間会計期間より増加したこと、売上債権が減少したこと、未収入金が減少したことなどにより、前

中間会計期間末に比べ23百万円増加し、171百万円となりました。

　当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

  当中間会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、59百万円の増加（前年同期比49百万円の収入の

増加）となりました。これは主に、税引前中間純利益31百万円、減価償却費11百万円、仕入債務の増加19百万円、未収

入金の減少19百万円による資金の増加によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

  当中間会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、7百万円の減少（前年同期比10百万円支出の減

少）となりました。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

  当中間会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、15百万円の減少（前年同期比0百万円支出の減

少）となりました。これは主に、長期借入金の返済による支出15百万円によるものであります。 
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

製品別
当中間会計期間

（平成21年４月１日～平成21年９月30日）
金額（千円） 前年同期比（％）

羊羹 61,258 84.3

缶詰 73,487 91.6

饅頭 148,032 89.6

煎餅 21,184 103.5

その他 78,048 88.1

計 382,011 89.5

　（注）１　金額算出の基準は各期の製造原価によっております。

２　その他は羊羹、缶詰、饅頭等の詰合せに使用された容器類等を含んでおります。

３　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）商品仕入実績

品別
当中間会計期間

（平成21年４月１日～平成21年９月30日）
金額（千円） 前年同期比（％）

饅頭 83,865 113.2

煎餅 44,813 99.9

缶詰 32,479 79.7

その他 62,381 78.2

計 223,540 93.3

　（注）１　生産実績に含まれない仕入商品であります。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）受注状況

　当社の製品は需要周期が安定しており、一部製品を除いて見込生産によっております。
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(4）販売実績

①　販売経路

　主たる販売先は当社直営店並びに全国の有名百貨店、小売店に対する直販経路によります。

②　販売実績

販売先別
当中間会計期間

（平成21年４月１日～平成21年９月30日）
金額（千円） 前年同期比（％）

直営店 417,190 90.8

百貨店 314,191 88.7

スーパー 187,280 93.3

喫茶部門 30,226 73.4

その他 85,426 92.2

計 1,034,314 90.1

　（注）１　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２　総販売実績に対する割合が
10

を超える相手先はありません。
100
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３【対処すべき課題】

  　　当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた課題は　　

　　ありません。

　

４【事業等のリスク】

　当中間会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等の

リスクについての重要な変更はありません。 

　

５【経営上の重要な契約等】

　当中間会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

６【研究開発活動】

  当社は『菓子を通じて、感動と和みのある心豊かな生活シーンを提案する』という企業理念に基づき、伝統と現代

感覚の調和を図るとともにニーズに応じた製品作りに注力し、製品の差別化、顧客満足の最大化を目指すこと並びに

社会文化の創造に貢献することを目的とした研究開発活動に取り組んでおります。

  なお、当中間会計期間における研究開発費は13百万円であります。

研究開発活動を示すと次のとおりであります。

① 製造関連部門

  昨今、食品業界では原材料や原産地の不適正表示、賞味期限の改ざん等、顧客の信頼を損ないかねない事件が続発し

ております。消費者の方々に、安全で安心な商品をご提供できるよう、コンプライアンスを最優先課題として研究開発

活動に取り組んでおります。

  なお、当中間会計期間における研究開発費は7百万円であります。

② 商品関連部門

  国産果実にこだわった「あんみつ」、高品質の丹波産黒豆と和三盆糖をふんだんに使った夏ギフト「和三黒豆わら

び餅」や、健康イメージの商品として「飲む酢ゼリー（とまと・りんご）」を開発投入しました。また、自家需要商品

として「やき餅」を新発売するなど、鋭意、商品開発に取り組みました。

  当中間会計期間における研究開発費は6百万円であります。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　当社の財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。

 

　（１）重要な会計方針及び見積り

　　　　当社の中間財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されておりま　　　す。

　　　また、当該財務諸表で採用する重要な会計方針等につきましては第５「経理の状況」重要な会計方針に記載しており

ます。

　　　　当社は、特に以下の重要な会計方針及び見積りの判断が財政状態及び経営成績に対して重要な影響を及ぼすものと考

えております。

　

　　　　［たな卸資産の評価基準及び評価方法］

　　　　　当社のたな卸資産の評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算　　　　

　定）によっており、評価方法は原則として、製品については総平均法を、商品、原材料、仕掛品、貯蔵品について

は月別移動平均法を採用しております。

　　　　　また、当社は食品製造販売業であり、賞味期限管理を重視しており、賞味期限の到来が近づけば適時処分している

ため、在庫で評価減を要するものは存在しないと認識しております。

　

　（２）当中間期会計期間の経営成績の分析

　

　　　①　概要

　　　　　当中間会計期間の経営成績は、売上高1,034百万円（前中間期売上高1,148百万円）、売上総利益428百万円（前中

間期売上総利益496百万円）、営業利益7百万円（前中間期営業利益28百万円）、経常利益2百万円（前中間期経

常利益23百万円）、純利益26百万円（前中間期純利益15百万円）であります。

　　　②　売上高

　　　　　売上高は、前中間期に比べて113百万円減少し、1,034百万円となりました。

　　　③　売上総利益

　　　　　売上原価は、前中間期に比べて45百万円減少し、606百万円となったものの、売上高が、前中間期比90.1％と大きく

減少したため、売上総利益は、前中間期に比べて67百万円減少し、428百万円（前中間期売上総利益496百万円）

となりました。

　　　④　営業利益

　　　　　販売費及び一般管理費は、前中間期に比べて47百万円減少し、420百万円となったものの、営業利益は、前中間期に

比べて20百万円減少し、7百万円（前中間期営業利益28百万円）となりました。

　　　⑤　経常利益

　　　　　営業外収益が2百万円、営業外費用は7百万円（内、支払利息6百万円）となり、経常利益は、前中間期に比べて21百

万円減少し、2百万円（前中間期経常利益23百万円）となりました。

　　　⑥　中間純利益

　　　　　過年度に貸倒償却済の債権取立てに係る損益修正益28百万円等を計上したため、中間純利益は、前中間期に比べて

11百万円増加し、26百万円（前中間期純利益15百万円）となりました。
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　（３）当中間会計期間の財政状態の分析

　

　　　①　資産・負債及び純資産の状況

　　　　　総資産は、前中間期末に比べ43百万円（3.2％減）減少し、1,334百万円となりました。

　　　　　これは主に、現金及び預金が27百万円増加したものの、売上債権が19百万円減少したこと、たな卸資産が22百万円

減少したこと、不採算店閉鎖に係る有形固定資産17百万円及び長期前払費用9百万円が減少したこと等による

ものであります。

　　　　　負債の部は、前中間期末に比べ64百万円（6.0％減）減少し、1,002百万円となりました。

　　　　　これは主に、仕入債務が8百万円減少したこと、長期借入金30百万円を返済したこと、長期未払金17百万円を支払し

たこと等によるものであります。

　　　　　純資産の部は、前中間期末に比べ20百万円（6.6％増）増加し、331百万円となりました。

　　　　　これは主に、純利益26百万円によるものです。　

　　　②　当中間期のキャッシュ・フローの状況

　　　　　営業活動によるキャッシュ・フローは、当中間会計期間において59百万円の増加となりました。これは、税引前中

間純利益31百万円、減価償却費を11百万円計上し、未払金が8百万円減少し、未収入金の回収19百万円があった

ことなどによるものであります。

　　　　　投資活動によるキャッシュ・フローは、当中間会計期間において7百万円の減少となりました。これは、有形固定資

産の取得による支出が1百万円と前年同期比15百万円減少したこと、定期預金の預入による支出3百万円があっ

たことなどによるものであります。

　　　　　財務活動によるキャッシュ・フローは、当中間会計期間において15百万円の減少となりました。これは、長期借入

金15百万円を返済したことなどによるものであります。　

　

　（４）経営成績に重要な影響を与える要因について

　　　　当社の経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、前述の「４　事業等のリスク」に記載のとおりでありま

す。

　

　（５）経営戦略の現状と見通し

　　　　当社は、経費の見直し、財務内容の是正、経常利益率の向上策を進めております。今後は直営店の販売構成比率をさら

に高め、継続して収益増を目指すとともに、固定費を吸収できるような体質転換を行うため、直営店舗の新規出店の

実現と既存店舗の販売促進強化に注力しております。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

２【設備の新設、除却等の計画】

（1）重要な設備の新設等

　　 新たに確定した重要な設備の新設等の計画はありません。

 

（2）重要な設備の除却等

　　 新たに確定した重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発
行数（株）
（平成21年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年12月17日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,000,000 20,000,000

当社株式は非上場につ

き該当事項はありませ

ん。

単元株式数は1,000株
であります。

計 20,000,000 20,000,000 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年４月１日～

平成21年９月30日
－ 20,000,000 － 1,103,400 － 699,737
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（５）【大株主の状況】

 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

飯倉ホールディングス株式会社 東京都港区虎ノ門４丁目３－１ 1,600 8.00

ゴールドマンサックスインター

ナショナル

（常任代理人　ゴールドマン・

サックス証券会社東京支店）

１３３ ＦＬＥＥＴ　ＳＴＲＥＥＴ

ＬＯＮＤＯＮ　ＥＣ４Ａ　２ＢＢ,

Ｕ．Ｋ

（東京都港区六本木６丁目10番１号

六本木ヒルズ森タワー）

615 3.07

岡本　文之助 堺市西区 603 3.01

株式会社三和 和歌山県有田市新堂271 600 3.00

石井産業株式会社 和歌山県和歌山市湊1116 457 2.28

池田　公平 和歌山県和歌山市 419 2.09

岡本　公一 大阪府吹田市 367 1.83

駿河屋共栄持株会 和歌山県和歌山市駿河町12番地 358 1.79

岡本　良晴 京都市伏見区 350 1.75

近藤　隆宣　 和歌山県和歌山市 350 1.75

計 － 5,720 28.60

　（注）１. 駿河屋共栄持株会は、当社と継続的取引関係にある仕入先企業等を対象とした持株会であります。　

 　　　 ２. 上記のほか、証券保管振替機構名義の株式が2,440千株あります。　

　

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

 普通株式　　  89,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　19,679,000 19,679 －

単元未満株式 普通株式 　　232,000 － －

発行済株式総数 20,000,000 － －

総株主の議決権 － 19,679 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,440,000株含まれております。

　また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数2,440個が含まれております。　　　
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②【自己株式等】

 平成21年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社駿河屋

和歌山県和歌山市

駿河町12番地
89,000 － 89,000 0.45

計 － 89,000 － 89,000 0.45

　

２【株価の推移】

　当社株式は、非上場株式であるため、記載事項はありません。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１　中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前中間会計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成し

ております。

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前中間会計期間（平成20年４月１日から平成20年９月

30日まで）及び当中間会計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）の中間財務諸表について、公認会計

士玉置栄一氏、公認会計士向井泰彦氏により中間監査を受けております。

３　中間連結財務諸表について

　当社は、子会社がないため、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１【中間連結財務諸表等】

（１）【中間連結財務諸表】

　該当事項はありません。

　

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】
（１）【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

(単位：千円)

前中間会計期間末
(平成20年９月30日)

当中間会計期間末
(平成21年９月30日)

前事業年度の要約
貸借対照表

(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 147,538 174,697 133,798

受取手形 11,913 8,237 2,975

売掛金 131,951 116,456 123,777

たな卸資産 134,639 112,226 116,600

短期貸付金 240 240 240

未収入金 － 3,002 22,960

その他 7,498 5,437 5,950

貸倒引当金 △1,450 △1,250 △1,412

流動資産合計 432,330 419,048 404,891

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※2
 157,832

※2
 150,283

※2
 153,981

機械及び装置（純額） 52,767 51,131 52,205

土地 ※2
 612,022

※2
 612,022

※2
 612,022

その他（純額） 49,502 41,473 45,312

有形固定資産合計 ※1
 872,125

※1
 854,911

※1
 863,522

無形固定資産 6,111 5,582 5,825

投資その他の資産

投資有価証券 4,431 4,672 4,492

その他 63,117 50,003 49,942

投資その他の資産合計 67,549 54,675 54,434

固定資産合計 945,786 915,169 923,782

資産合計 1,378,116 1,334,218 1,328,673

負債の部

流動負債

支払手形 45,859 43,105 29,293

買掛金 77,857 72,055 66,439

短期借入金 ※2
 154,000

※2
 154,000

※2
 154,000

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 30,000

※2
 30,000

※2
 30,000

未払法人税等 8,384 7,822 12,953

未払消費税等 ※3
 9,937

※3
 9,525 8,393

その他 60,027 52,232 61,556

流動負債合計 386,067 368,742 362,636

固定負債

長期借入金 ※2
 315,000

※2
 285,000

※2
 300,000

長期未払金 365,720 348,703 360,890

固定負債合計 680,720 633,703 660,890

負債合計 1,066,787 1,002,445 1,023,526
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(単位：千円)

前中間会計期間末
(平成20年９月30日)

当中間会計期間末
(平成21年９月30日)

前事業年度の要約
貸借対照表

(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,103,400 1,103,400 1,103,400

資本剰余金

資本準備金 699,737 699,737 699,737

資本剰余金合計 699,737 699,737 699,737

利益剰余金

利益準備金 6,162 6,162 6,162

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △1,492,605 △1,471,762 △1,498,527

利益剰余金合計 △1,486,443 △1,465,600 △1,492,364

自己株式 △4,583 △4,626 △4,607

株主資本合計 312,110 332,911 306,165

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △781 △1,138 △1,018

評価・換算差額等合計 △781 △1,138 △1,018

純資産合計 311,329 331,772 305,146

負債純資産合計 1,378,116 1,334,218 1,328,673
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②【中間損益計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

前事業年度の要約
損益計算書

(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 1,148,274 1,034,314 2,126,327

売上原価 652,180 606,200 1,214,970

売上総利益 496,093 428,114 911,356

販売費及び一般管理費 467,800 420,712 903,110

営業利益 28,293 7,401 8,245

営業外収益 ※1
 2,778

※1
 2,175

※1
 6,045

営業外費用 ※2
 7,402

※2
 7,211

※2
 17,710

経常利益又は経常損失（△） 23,669 2,366 △3,419

特別利益 － ※3
 29,053

※3
 39,638

特別損失 ※4
 2,965

※4
 89

※4
 16,599

税引前中間純利益 20,703 31,330 19,619

法人税、住民税及び事業税 5,149 4,565 9,986

法人税等調整額 － － －

法人税等合計 5,149 4,565 9,986

中間純利益 15,554 26,764 9,632
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③【中間株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

前事業年度の要約
株主資本等変動計算書
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,103,400 1,103,400 1,103,400

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 1,103,400 1,103,400 1,103,400

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 699,737 699,737 699,737

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 699,737 699,737 699,737

資本剰余金合計

前期末残高 699,737 699,737 699,737

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 699,737 699,737 699,737

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 6,162 6,162 6,162

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 6,162 6,162 6,162

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 △1,508,160 △1,498,527 △1,508,160

当中間期変動額

中間純利益 15,554 26,764 9,632

当中間期変動額合計 15,554 26,764 9,632

当中間期末残高 △1,492,605 △1,471,762 △1,498,527

利益剰余金合計

前期末残高 △1,501,997 △1,492,364 △1,501,997

当中間期変動額

中間純利益 15,554 26,764 9,632

当中間期変動額合計 15,554 26,764 9,632

当中間期末残高 △1,486,443 △1,465,600 △1,492,364

自己株式

前期末残高 △4,547 △4,607 △4,547

当中間期変動額

自己株式の取得 △35 △18 △60
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(単位：千円)

前中間会計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

前事業年度の要約
株主資本等変動計算書
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当中間期変動額合計 △35 △18 △60

当中間期末残高 △4,583 △4,626 △4,607

株主資本合計

前期末残高 296,592 306,165 296,592

当中間期変動額

中間純利益 15,554 26,764 9,632

自己株式の取得 △35 △18 △60

当中間期変動額合計 15,518 26,746 9,572

当中間期末残高 312,110 332,911 306,165

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △389 △1,018 △389

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △391 △120 △628

当中間期変動額合計 △391 △120 △628

当中間期末残高 △781 △1,138 △1,018

評価・換算差額等合計

前期末残高 △389 △1,018 △389

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △391 △120 △628

当中間期変動額合計 △391 △120 △628

当中間期末残高 △781 △1,138 △1,018

純資産合計

前期末残高 296,202 305,146 296,202

当中間期変動額

中間純利益 15,554 26,764 9,632

自己株式の取得 △35 △18 △60

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △391 △120 △628

当中間期変動額合計 15,127 26,626 8,944

当中間期末残高 311,329 331,772 305,146
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

前事業年度の要約
キャッシュ・フロー

計算書
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間純利益 20,703 31,330 19,619

減価償却費 13,923 11,979 27,929

貸倒引当金の増減額（△は減少） 38 △162 －

受取利息及び受取配当金 △127 △59 △186

支払利息 5,881 6,511 12,733

有形固定資産廃棄損 2,225 89 11,737

たな卸資産処分損 1,520 699 3,855

売上債権の増減額（△は増加） △4,167 2,059 12,944

たな卸資産の増減額（△は増加） △17,250 3,674 △1,545

仕入債務の増減額（△は減少） 15,148 19,427 △12,834

未収入金の増減額（△は増加） － 19,957 △21,964

未払金の増減額（△は減少） 3,400 △8,470 5,784

長期未払金の増減額（△は減少） △13,240 △12,186 △18,070

その他 △1,795 1,106 △3,973

小計 26,259 75,958 36,029

利息及び配当金の受取額 127 59 186

利息の支払額 △5,891 △6,537 △12,683

法人税等の支払額 △10,709 △9,986 △10,709

営業活動によるキャッシュ・フロー 9,787 59,494 12,823

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △17,257 △1,673 △23,522

無形固定資産の取得による支出 △370 － △370

投資有価証券の取得による支出 △299 △299 △598

定期預金の預入による支出 － △3,500 －

貸付金の回収による収入 120 120 240

その他 51 △1,723 4,744

投資活動によるキャッシュ・フロー △17,755 △7,076 △19,507

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △15,000 △15,000 △30,000

自己株式の取得による支出 △35 △18 △60

財務活動によるキャッシュ・フロー △15,035 △15,018 △30,060

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △23,003 37,399 △36,743

現金及び現金同等物の期首残高 170,542 133,798 170,542

現金及び現金同等物の中間期末残高 147,538 171,197 133,798
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【中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　項目
前中間会計期間

（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１　資産の評価基準及び

評価方法

 

（1）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

中間期末日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却

原価は総平均法により

算定しております。）

（1）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

（1）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は総平均法により算定

しております。）

 時価のないもの

総平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

 （2）たな卸資産

製品　

総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により

算定）を採用しており

ます。

（2）たな卸資産

製品　

総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により

算定）を採用しており

ます。

（2）たな卸資産

製品　

総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により

算定）を採用しており

ます。

　 （会計方針の変更）

　従来、総平均法による原

価法を採用しておりまし

たが、当中間会計期間より

「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」（企業会計

基準第９号　平成18年７月

５日）が適用されたこと

に伴い、総平均法による原

価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算

定）を採用しております。

　なお、この変更による当

中間会計期間の営業利益、

経常利益及び税引前中間

純利益に与える影響はあ

りません。

　

   （会計方針の変更）

 当事業年度より「棚卸

資産の評価に関する会計

基準」（企業会計基準第

９号　平成18年７月５日

公表分）を適用しており

ます。

　なお、この変更により当

事業年度の営業利益、経

常損失及び税引前当期純

利益に与える影響はあり

ません。
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　項目
前中間会計期間

（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 商品、原材料、仕掛品、貯

蔵品　

月別移動平均法による

原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法

により算定）を採用し

ております。

（会計方針の変更）

　従来、月別移動平均法に

よる原価法を採用してお

りましたが、当中間会計期

間より「棚卸資産の評価

に関する会計基準」（企

業会計基準第９号　平成18

年７月５日）が適用され

たことに伴い、月別移動平

均法による原価法（貸借

対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの

方法により算定）を採用

しております。

　なお、この変更による当

中間会計期間の営業利益、

経常利益及び税引前中間

純利益に与える影響はあ

りません。

商品、原材料、仕掛品、貯

蔵品　

月別移動平均法による

原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法

により算定）を採用し

ております。

　

商品、原材料、仕掛品、貯

蔵品　

月別移動平均法による

原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法

により算定）を採用し

ております。

（会計方針の変更）

　当事業年度より「棚卸

資産の評価に関する会計

基準」（企業会計基準第

９号　平成18年７月５日

公表分）を適用しており

ます。

　なお、この変更により当

事業年度の営業利益、経

常損失及び税引前当期純

利益に与える影響はあり

ません。
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　項目
前中間会計期間

（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

２　固定資産の減価償却

の方法

 

（1）有形固定資産（リース

資産を除く）

定率法

ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物

（付属設備を除く）に

ついては、定額法を採用

しております。

なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

（1）有形固定資産（リース

資産を除く）

定率法

ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物

（付属設備を除く）に

ついては、定額法を採用

しております。

なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

（1）有形固定資産（リース

資産を除く）

定率法

ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物

（付属設備を除く）に

ついては、定額法を採用

しております。

なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

　 建物及び

構築物
８～50年

機械装置及び工

具器具備品
２～15年

建物及び

構築物
８～50年

機械装置及び工

具器具備品
２～15年

建物及び

構築物
８～50年

機械装置及び工

具器具備品
２～15年

 （追加情報）

　機械及び装置については、

従来、耐用年数を9年として

おりましたが、当中間会計期

間より10年に変更しており

ます。

　これは、平成20年度の税制

改正を契機に耐用年数を見

直したことによるものであ

ります。

　これにより、当中間会計期

間の営業利益、経常利益及び

税引前中間純利益に与える

影響は軽微であります。

　

（追加情報）

　機械及び装置については、

従来、耐用年数を9年として

おりましたが、当事業年度よ

り10年に変更しております。

　これは、平成20年度の税制

改正を契機に耐用年数を見

直したことによるものであ

ります。

　これにより、当事業年度の

営業利益、経常損失及び税引

前当期純利益に与える影響

は軽微であります

 （2）無形固定資産（リース

資産を除く）

定額法

なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内

における利用可能期間

（５年）に基づいてお

ります。

（2）無形固定資産（リース

資産を除く）

同左

（2）無形固定資産（リース

資産を除く）

同左
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　項目
前中間会計期間

（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 （3）リース資産

リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とす

る定額法を採用してお

ります。

（3）リース資産

定額法

リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とす

る定額法を採用してお

ります。

なお、リース物件の所有

権移転外ファイナンス

・リース取引のうち、

リース取引開始日が平

成20年３月31日以前の

リース取引については、

通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処

理によっております。　

（3）リース資産

　　　　　同左　

 （4）長期前払費用

定額法

（4）長期前払費用

同左

（4）長期前払費用

同左
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　項目
前中間会計期間

（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

３　引当金の計上基準 　　貸倒引当金

債権の貸倒による損失に

備えるため、一般債権に

ついては、貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等に

ついては、財務内容評価

法により、回収可能性を

検討し、回収不能見込額

を計上しております。

　　貸倒引当金

 同左

　　貸倒引当金

同左

４　重要なリース取引の

処理方法

リース取引に関する会計

基準の改正適用初年度開

始前に取得した所有権移

転外ファイナンス・リー

ス取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっ

ております。

　　　　　　同左 同左

５　重要なヘッジ会計の

方法

　（1）ヘッジ会計の方法

金利スワップについては

繰延ヘッジ会計を適用し

ております。ただし、特例

処理の要件を満たすもの

については、特例処理を

採用しております。

　― 　（1）ヘッジ会計の方法　金

利スワップについては繰

延ヘッジ会計を適用して

おります。ただし、特例処

理の要件を満たすものに

ついては、特例処理を採

用しております。

 　（2）ヘッジ手段とヘッジ対

象

　　ヘッジ手段

　　　金利スワップ

― 　（2）ヘッジ手段とヘッジ対

象

　　ヘッジ手段

　　　金利スワップ

　 ヘッジ対象

　借入金

　 ヘッジ対象

　借入金

６　中間キャッシュ・フ

ロー計算書（キャッ

シュ・フロー計算

書）における資金の

範囲

手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値

の変動について、僅少な

リスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資

からなっております。

同左 同左

７　その他中間財務諸表

（財務諸表）作成の

ための基本となる重

要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、

税抜方式によっておりま

す。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左
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【中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前中間会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

（リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、従来、賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当中間会計期間より「リー

ス取引に関する会計基準」（企業会計

基準第13号（平成５年６月17日（企業

会計審議会第一部会）、平成19年３月

30日改正））及び「リース取引に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第16号（平成６年１月18日

（日本公認会計士協会　会計制度委員

会）、平成19年３月30日改正））が適

用されたことに伴い、通常の売買取引

に係る方法に準じた会計処理によるこ

ととしております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度

開始前の所有権移転外ファイナンス・

リース取引については、引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理を適用しております。

　ただし、当中間会計期間において所有

権移転外ファイナンス・リース取引を

行っていないため、営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益に与える影響は

ありません。

―――――― （リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、従来、賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当事業年度より「リース取

引に関する会計基準」（企業会計基準

第13号（平成５年６月17日（企業会計

審議会第一部会）、平成19年３月30日

改正））及び「リース取引に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第16号（平成６年１月18日（日

本公認会計士協会　会計制度委員会）、

平成19年３月30日改正））が適用され

たことに伴い、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理によることとし

ております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度

開始前の所有権移転外ファイナンス・

リース取引については、引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理を適用しております。

　ただし、当事業年度において所有権移

転外ファイナンス・リース取引を行っ

ていないため、営業利益、経常損失及び

税引前当期純利益に与える影響はあり

ません。

　

【表示方法の変更】

前中間会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

（中間キャッシュ・フロー計算書）

　営業活動によるキャッシュ・フローの「未払金の増減額

（△は減少）」は前中間会計期間は「その他」に含めて表

示しておりましたが、重要性が増したため区分記載してお

ります。

　なお、前中間会計期間の「その他」に含まれている「未払

金の増減額（△は減少）」は671千円であります。　　

（中間貸借対照表）

　前中間会計期間において、流動資産の「その他」に含めて

表示しておりました「未収入金」は、重要性が増したため、

区分記載しました。なお、前中間会計期間の「未収入金」は

399千円であります。

（中間キャッシュ・フロー計算書）

　前中間会計期間において、営業活動によるキャッシュ・フ

ローの「未収入金の増減額（△は増加）」は「その他」に

含めて表示しておりましたが、重要性が増したため区分記

載しております。

　なお、前中間会計期間の「その他」に含まれている「未収

入金の増減額（△は増加）」は597千円であります。
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【注記事項】

（中間貸借対照表関係）

区分
前中間会計期間末
（平成20年９月30日）

当中間会計期間末
（平成21年９月30日）

前事業年度末
（平成21年３月31日）

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

※１　有形固定資産の減価償

却累計額

   

建物 480,754 486,262 482,232

機械及び装置 788,512 789,552 788,650

その他 210,509 207,974 203,993

計 1,479,777 1,483,788 1,474,876

※２　担保資産及び担保付債

務

イ　担保差入資産 イ　担保差入資産 イ　担保差入資産

 建物 108,522

土地 612,022

計 720,545

建物 105,574

土地 612,022

計 717,597

建物 107,763

土地 612,022

計 719,786

 ロ　債務の内容 ロ　債務の内容 ロ　債務の内容

 短期借入金 154,000

一年内返済予定の

長期借入金
30,000

長期借入金 315,000

未払リース債務 7,011

計 506,011

短期借入金 154,000

一年内返済予定の

長期借入金
30,000

長期借入金 285,000

未払リース債務 2,671

計 471,671

短期借入金 154,000

一年内返済予定の

長期借入金
30,000

長期借入金 300,000

未払リース債務 4,674

計 488,674

※３　消費税等の取扱い 仮払消費税等及び仮受消費税等は相

殺のうえ、未払消費税等として表示

しております。

同左 ─────

　

（中間損益計算書関係）

区分

前中間会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

※１　営業外収益のうち主なもの    

受取利息 90 21 149

受取配当金 37 37 37

受取講習会収入 1,003 964 1,913

業務委託収入 789 － 789

※２　営業外費用のうち主なもの    

支払利息 5,881 6,511 12,733

たな卸資産処分損 1,520 699 4,826

※３　特別利益のうち主なもの    

受取和解金 － 300 20,876

過年度損益修正益　 －　 28,753　 18,762　

※４　特別損失のうち主なもの    

建物の廃棄損 － 44 1,604

構築物の廃棄損 － － 70

機械及び装置の廃棄損 2,095 45 2,182

車輌運搬具の廃棄損 113 － 113

工具器具備品の廃棄損 16 － 1,190

長期前払費用の廃棄損 － － 6,576

閉店損失 740 － 4,861

　５　減価償却実施額    

有形固定資産 11,089 10,194 23,022

無形固定資産 270 243 556
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　平成20年4月1日　至　平成20年9月30日）

１.　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 20,000,000 － － 20,000,000

合計 20,000,000 － － 20,000,000

自己株式     

普通株式 84,785 1,971 － 86,756

合計 84,785 1,971 － 86,756

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,971株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２.　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　 該当事項はありません。

 

３.　配当に関する事項

　　 該当事項はありません。

 

当中間会計期間（自　平成21年4月1日　至　平成21年9月30日）

１.　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 20,000,000 － － 20,000,000

合計 20,000,000 － － 20,000,000

自己株式     

普通株式 88,124 1,038 － 89,162

合計 88,124 1,038 － 89,162

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,038株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２.　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　 該当事項はありません。

 

３.　配当に関する事項

　　 該当事項はありません。
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前事業年度（自　平成20年4月1日　至　平成21年3月31日）

１.　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 20,000,000 － － 20,000,000

合計 20,000,000 － － 20,000,000

自己株式     

普通株式 84,785 3,339 － 88,124

合計 84,785 3,339 － 88,124

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加3,339株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２.　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　 該当事項はありません。

 

３.　配当に関する事項

　　 該当事項はありません。
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（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

 （単位：千円）

前中間会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１　現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

１　現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

１　現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

現金及び預金勘定 147,538

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金
   　－ 　

現金及び現金同等物 147,538

現金及び預金勘定 174,697

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金
△3,500

現金及び現金同等物 171,197

現金及び預金勘定 133,798

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金
－ 

現金及び現金同等物 133,798

　

（リース取引関係）

 （単位：千円）

前中間会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

　　リース取引開始日がリース会計基準適用初

年度前の所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理を引続き採用してお

ります。

　該当するものについては以下のとおりで

す。

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

　　リース取引開始日がリース会計基準適用初

年度前の所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理を引続き採用してお

ります。

　該当するものについては以下のとおりで

す。

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

　リース取引開始日がリース会計基準適用初年
度前の所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理を引続き採用しており

ます。

　該当するものについては以下のとおりです

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価
額相当
額

減価償
却累計
額相当
額

中間期
末残高
相当額

工具・器具・
備品

7,6453,9493,695

ソフトウエア 9,3544,8334,521
 合計 17,0008,7828,217

 
取得価
額相当
額

減価償
却累計
額相当
額

中間期
末残高
相当額

工具・器具・
備品

7,6455,4782,166

ソフトウエア 9,3546,7042,650
 合計 17,00012,1824,817

 
取得価
額相当
額

減価償却
累計額相
当額

期末残
高相当
額

工具・器具・
備品

7,6454,7142,931

ソフトウエア 9,3545,7683,585
合計 17,00010,4826,517

（２）未経過リース料中間期末残高相当額 （２）未経過リース料中間期末残高相当額 （２）未経過リース料期末残高相当額

１年以内 3,485

１年超 5,221

合計 8,707

１年以内 3,650

１年超 1,570

合計 5,221

１年以内 3,567

１年超 3,417

合計 6,984

（３）当中間期の支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

（３）当中間期の支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

（３）当期の支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

支払リース料 2,539

減価償却費相当額 2,295

支払利息相当額 233

支払リース料 1,908

減価償却費相当額 1,699

支払利息相当額 144

支払リース料 4,447

減価償却費相当額 3,995

支払利息相当額 418

（４）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっております。

（４）減価償却費相当額の算定方法

同左

（４）減価償却費相当額の算定方法

同左

（５）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については利息法によっており

ます。

（５）利息相当額の算定方法

同左

（５）利息相当額の算定方法

同左

 (減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

 (減損損失について）

同左 

 (減損損失について）

同左 

　

EDINET提出書類

株式会社駿河屋(E00379)

半期報告書

31/39



（有価証券関係）

前中間会計期間末（平成20年９月30日）

１　時価のある有価証券

 （単位：千円）

区分 取得原価 中間貸借対照表計上額 差額

その他有価証券             

(1）株式 4,462 3,681 △781

(2）その他 － － －

計 4,462 3,681 △781

　（注）　減損処理の該当はありません。なお、下落率が30％～50％の株式の減損処理にあっては、個別銘柄毎に、当中間会

計期間における最高値・最安値と帳簿価額との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに、発行

体の外部信用格付や公表財務諸表ベースでの各種財務比率の検討等により信用リスクの定量評価を行い、総合

的に判断しております。

２　時価評価されていない主な有価証券

 （単位：千円）

区分 中間貸借対照表計上額

その他有価証券     

非上場株式 750

　

当中間会計期間末（平成21年９月30日）

１　時価のある有価証券

 （単位：千円）

区分 取得原価 中間貸借対照表計上額 差額

その他有価証券             

(1）株式 5,060 3,922 △1,138

(2）その他 － － －

計 5,060 3,922 △1,138

　（注）　減損処理の該当はありません。なお、下落率が30％～50％の株式の減損処理にあっては、個別銘柄毎に、当中間会

計期間における最高値・最安値と帳簿価額との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに、発行

体の外部信用格付や公表財務諸表ベースでの各種財務比率の検討等により信用リスクの定量評価を行い、総合

的に判断しております。

２　時価評価されていない主な有価証券

 （単位：千円）

区分 中間貸借対照表計上額

その他有価証券     

非上場株式 750
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前事業年度末（平成21年３月31日）

１　時価のある有価証券

 （単位：千円）

区分 取得原価 貸借対照表計上額 差額

その他有価証券             

(1）株式 4,760 3,742 △1,018

(2）その他 － － －

計 4,760 3,742 △1,018

　（注）　減損処理の該当はありません。なお、下落率が30％～50％の株式の減損処理にあっては、個別銘柄毎に、当事業年

度における最高値・最安値と帳簿価額との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに、発行体の

外部信用格付や公表財務諸表ベースでの各種財務比率の検討等により信用リスクの定量評価を行い、総合的に

判断しております。

２　時価評価されていない主な有価証券

 （単位：千円）

区分 貸借対照表計上額

その他有価証券     

非上場株式 750
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（持分法損益等）

前中間会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

　該当事項はありません。 　同左 　同左

　（注）　当社は関連会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資損益については、記載しておりません。

　

（ストック・オプション等関係）

 　　　　前中間会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

　 　　　該当事項はありません。

 　　　　当中間会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　 　　　該当事項はありません。

 　　　　前事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　 　　　該当事項はありません。

　

（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 15.63円

１株当たり中間純利益金

額
0.78円

１株当たり純資産額 16.66円

１株当たり中間純利益金

額
1.34円

１株当たり純資産額  15.32円

１株当たり当期純利益金

額
0.48円

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、潜在株式がな

いため記載しておりません。

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式がな

いため記載しておりません。

　（注）　１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自平成20年４月１日
至平成20年９月30日）

当中間会計期間
（自平成21年４月１日
至平成21年９月30日）

前事業年度
（自平成20年４月１日
至平成21年３月31日）

中間（当期）純利益（千円） 15,554 26,764 9,632

普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

普通株式に係る

中間（当期）純利益（千円）
15,554 26,764 9,632

普通株式の期中平均株式数（千株） 19,914 19,911 19,913
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（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

―――――― ―――――― 　前期末における飯倉ホールディン

グス株式会社の持株数は3,862千株

でありましたが、その内、2,262千株

に対して、平成21年２月13日に東京

地方裁判所で競売が実施され、当社

取締役および監査役ら８名が個人資

格で入札し、落札いたしました。

　これに伴い、当社が、飯倉ホール

ディングス株式会社に対して有する

当社の貸金返還請求債権に関する配

当が、平成21年６月11日に東京地方

裁判所において決定し配分を受ける

こととなったため、翌期に特別利益

として28,700千円（概算）を計上す

る予定であります。　

　

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】
　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

（1）　臨時報告書　 　 　  
平成21年４月２日

近畿財務局長に提出。　

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号

の規定（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。　

　

（2）
有価証券報告書

及びその添付書類

事業年度

（第65期）

自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日
 
平成21年６月26日

近畿財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間監査報告書 

 平成20年12月24日

株式会社駿河屋  

 取締役会　御中  

 　　玉置公認会計士事務所 

 
 

 
 公認会計士 玉置　栄一　　㊞

 　　向井公認会計士事務所 

 
 

 
 公認会計士 向井　泰彦　　㊞

　私たちは、金融商品取引法第193条の２第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社駿河屋の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第65期事業年度の中間会計期間（平成20年４月１日から平成

20年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間

キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立

の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに中間財務諸表には全

体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用

して行われている。私たちは、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。

　

　私たちは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式

会社駿河屋の平成20年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成20年４月１日から平成20

年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

　会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　※　１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の中間監査報告書 

 平成21年12月17日

株式会社駿河屋  

 取締役会　御中  

 　　玉置公認会計士事務所 

 
 

 
 公認会計士 玉置　栄一　　㊞

 　　向井公認会計士事務所 

 
 

 
 公認会計士 向井　泰彦　　㊞

　私たちは、金融商品取引法第193条の２第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社駿河屋の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第66期事業年度の中間会計期間（平成21年４月１日から平成

21年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間

キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立

の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに中間財務諸表には全

体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用

して行われている。私たちは、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。

　

　私たちは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式

会社駿河屋の平成21年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成21年４月１日から平成21

年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

　会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　※　１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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